




































行動できる管理栄養士」を基本理念とし、「住民から信

頼される管理栄養士」「健康づくりの旗振り役となる管

理栄養士」「施策の実現につなげることができる管理栄

養士」をめざす姿として設定した。また、その実現に必

要な能力として、①課題発見・分析力、②計画・企画力、

③調整・連携力、④実施・評価力、⑤専門性・発信力の５

つのスキルを整理し、人材育成の指標として位置付け

た。（図-1） 

 また、少数配置による育成上の課題に対応するため、

保健師、歯科衛生士等専門職、事務職、県及び職能団

体等との連携による育成支援体制を整理し、職場内外

で管理栄養士の成長を支える環境の整備を図ることと

した。 

    さらに、第２版では、栄養施策展開上の課題と育成上

の課題を関連付けて整理し、その解決を図る仕組みと

して「組織横断栄養ワーキング」を位置付けた。組織横

断栄養ワーキングでは、所属部門を超えた管理栄養士

が栄養課題の共有や分析、目標設定、施策の企画・評

価・改善を行うことで、栄養施策の推進と人材育成を相

互に進める体制とした。（図-2） 

また、評価体制については、他中核市の取組を参考

に「自己評価チェックシート」を導入した。自己評価後

は育成担当となる管理栄養士による面談を実施すると

ともに、人事評価と連動して所属長へ自己評価結果を

共有する仕組みとした。これにより、能力開発の支援と

管理栄養士に求められる役割・能力の共有を図った。 

 

４． 考察 

本プログラムの特徴は、人材育成を独立した取組とし

て捉えるのではなく、地域の健康課題解決に必要な栄養

施策の推進と一体的に整理した点にある。行政管理栄養

士には、個別支援に加え、地域診断から施策立案、多職

種連携等を通じて地域全体の健康づくりを推進する役割

が求められており、そのためには実践を通じた継続的な

能力開発が重要である。 

組織横断栄養ワーキングは、他部門の管理栄養士と協

働しながら地域課題の分析や施策検討を行う場であり、

人材育成と施策推進の双方に効果をもたらすことが期待

される。また、食品衛生部門を含む多様な業務経験を有

する管理栄養士が参画することで、これまで限定的であ

った部門間連携の強化にもつながると考えられる。 

 

５． 今後の展望 

今後は、組織横断栄養ワーキングを継続的に運営し、

ライフステージを通じた切れ目のない栄養施策の推進、

低栄養・フレイル対策の強化及び災害時の栄養支援体制

の整備を進める。また、自己評価チェックシートや面談結

果を活用した育成効果の検証を行うとともに、食品衛生

業務と地域保健業務の相互理解を促進する研修連携や、

ジョブローテーションの充実を図る。 

さらに、公衆衛生専門管理栄養士認定制度との連動を

視野に入れながら、栄養施策の総合調整や人材育成を

担う統括的職位のあり方について検討を進める。 

これらの取組を通じて、健康まつえ２１基本計画等の推

進に中核的な役割を果たし、地域の健康課題の優先順位

を明確にした上で施策へ反映できる行政管理栄養士の

育成を目指していきたい。 

 

【参考文献】 

・令和5 年度地域保健総合推進事業「誰一人取り残さない 
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制構築基盤研究報告書」 

・令和6 年度地域保健総合推進事業「誰一人取り残さない 

栄養政策の推進に向けた自治体における実践に関する

研究報告書」 
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「島根県行政管理栄養士（栄養士）人材育成ガイドライン」に基づく行政栄養士の 

人材育成について ～キャリアラダー自己評価シートの活用～ 

                      島根県保健環境科学研究所  〇坂 秀子  

                      島根県雲南保健所        岩谷 直子 

                      島根県健康福祉部健康推進課  橋本 久美 大石 美幸 

１．はじめに 

 行政栄養士には、地域の健康・栄養課題の明確化とその改善や解決に向けた実効性のある施策の展開が求

められている。しかし、行政栄養士のほとんどは少数配置であり、年齢の偏りも大きく、部局間の異動や雇

用形態も様々であるなど、求められた能力を獲得するための体系的な人材育成が難しい環境にある。 

 このような背景から、島根県では、平成 20 年度に「新任期の行政栄養士支援プログラム」（令和６年度第２

版作成）、平成 29 年度に「島根県管理栄養士（県職員用）のキャリアパス」、令和３年度に「島根県行政管理栄

養士キャリアラダー」、そして令和５年４月に「島根県行政管理栄養士（栄養士）人材育成ガイドライン」を作

成し、計画的な人材育成を推進してきた。 

 その中で、令和３年度から「島根県管理栄養士キャリアラダー自己評価シート（県職員用）」（以下「自己評

価シート」という。）を活用した島根県職員の管理栄養士の人材育成を行っているので、その取組を報告する。 

２．対象 

 島根県職員の管理栄養士（健康づくり担当部局に勤務する者）  

３．評価方法 

 ①自己評価の方法 

  ・評価は、自分の時期（新任期・中堅期【前期】・中堅期【後期】・ 

   プレ管理期・管理期）に応じたシートを用いて行う。 

  ・評価は、５点（達成できている）～１点（達成のためにはもっ 

   と努力が必要）及び０点（経験をしていない）の６段階で行う。 

  ・各項目の評価の理由、課題について自由記載をする。 

 ②面談の実施（対象：管理期までの管理栄養士） 

  ・所属の管理期の管理栄養士が①をもとに面談を行う。 

   この際、経験できていない業務や伸ばしたい能力等を確認し、 

   その後の人材育成方針を検討する。 

  ・所属に管理期の管理栄養士がいない場合は、近隣の管理期の管理栄養士が面談を行う。その結果は、 

   本人の了解の上で所属の課長等に伝え、今後の人材育成への支援を依頼する。 

 ③自己評価結果の集計 

  ・自己評価結果は島根県保健環境科学研究所へ提出し、集計を行う。 

 ④管理期の管理栄養士による検討会 

  ・管理期の管理栄養士の「自己評価シート」結果をもとに、課題の共有、解決方法等の検討を行う。 

  ・③の集計結果や面談の結果を踏まえ、今後の県の管理栄養士全体の人材育成について検討を行う。 

 ⑤評価結果の活用体制 

  上記①～④の結果を踏まえ、今後の人材育成の体制や体系的な研修の実施について以下の会議で検討を 

 行う。 

  ・島根県行政管理栄養士（栄養士）人材育成検討ワーキング 

  ・島根県保健師等現任教育支援検討会 

４．結果 

（１）令和７年度 評価対象者：９名（新任期１名、中堅期【前期】２名、プレ管理期･管理期 ６名）、実施率：100％ 

（２）令和７年度 自己評価（期別）の結果【表１】（※新任期は除く） 

 ・全体では、「専門性（調査研究）」「対人支援」「健康危機管理（発生時）」「栄養の指導（食環境整備）」が低い。 

 ・期別に理由をみると、中堅期【前期】では「機会がなく実践ができていない」「経験がない」等であった。 

 ・プレ管理期と管理期では、「課（係）全体の業務の理解や経験が不足」「（ラダーで求められる能力に応じた） 

  十分な取組ができていない」等が多かった。 

（３）自己評価結果（全体平均）の推移（令和３～７年度）【表２】 

 ・「対人支援」や「健康危機管理」などは、評価が低い状況が続いている。 

５．課題 

 集計結果や面談を踏まえて管理期の管理栄養士による検討会を開催し、課題を整理した。 

【評価の流れ】 

 ９月末  ①自己評価 

     ②面談の実施 

 10 月末 ③自己評価結果を提出 

      〔集計〕 

 12 月頃 ④意見交換 

  ２月頃 ⑤人材育成検討ﾜｰｷﾝｸﾞ 

     ⑤現任教育支援検討会 

［口演発表 7］
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 ・新任期は、担当業務では経験を積みにくい能力があるため、他の業務や市町村と連携し経験の機会を作 

  ることが必要。 

 ・中堅期は、データ集計や課題分析を県一括で行うことが多くなり、調査研究や施策化の経験が積みにく 

  いため、関連研修への参加勧奨やワーキング等を開催し、検討する場を持つ必要がある。 

 ・プレ管理期･管理期は、「課（係）全体の業務への対応や他職種の専門性への支援が難しい」、「担当者に管 

  理栄養士がいない所属は栄養士業務を削らざるを得ない」、「市町村栄養士との連携も不十分になる。」等 

  があるため、具体的な対応策を検討する必要がある。 

 ・「健康危機管理」は、ワーキングを中心にマニュアル作成等具体的な検討を進めていくことが必要。 

 ・県行政管理栄養士連絡会や各種ワーキング等を活用し、自分たちがどうありたいか、県管理栄養士とし 

  ての業務の方向性等を具体化する必要がある。 

６．考察 

 行政栄養士の育成では、「職位や業務年数に応じて求められる能力が発揮できる適切な配置に努めるととも

に、求められる能力を獲得できるよう、行政栄養士に対する現任教育を体系的に実施すること」が必要である。

（「地域における行政栄養士による健康づくり及び栄養・食生活の改善について」（平成25年３月29日厚生労働省健康局長通知） 

 今回、「自己評価シート」を活用して「島根県行政管理栄養士キャリアラダー」に沿った能力の達成状況を

可視化することができた。また、自分の評価について管理期の管理栄養士と一緒に客観的に確認を行うこと

で、自身の課題や目標達成に向けた取組が具体化した。また１人配置であっても、近隣の管理期の管理栄養

士が面談を行う体制としたことで、管理栄養士としての成長の確認と近隣の保健所等によるきめ細かな支援

体制を構築することができた。 

 さらに、これらの結果を踏まえて管理期による検討会を開催し、管理期自身の能力の確認と評価の視点の

整理、獲得能力に応じた研修体系の見直し等、全県の人材育成に反映することが可能となった。 

 今後、島根県行政管理栄養士（栄養士）人材育成検討ワーキングで、市町村も含めた行政栄養士の人材育成

の検討に活用し、さらに島根県保健師等現任教育支援検討会につなぎ他職種にも自分たちのありたい姿を示

すことで、他職種とも連携した計画的で効果的な島根県の行政管理栄養士の人材育成を行う必要がある。 

７．今後に向けて 

 健康寿命の延伸に向け、誰もがおいしく楽しく健康的な食生活を送るための食環境づくりを進めることが

求められる。今後も「島根県管理栄養士キャリアラダー自己評価シート」やガイドライン等を活用し、県内

の行政栄養士全員でともに楽しく育ち合う体制を築いていきたい。 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  【表１】令和７年度 自己評価(期別)の結果                【表２】自己評価結果(全体平均)の推移 2.5未満… 2.5未満…

中堅期
【前期】

プレ管理期
・管理期

平均 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

職業倫理をベースとした
態度や行動

4.3 3.6 3.8
職業倫理をベースとした

態度や行動
3.6 3.6 3.5 4.1 3.8

組織人としての
態度や行動

4.6 3.4 3.8
組織人としての
態度や行動

3.4 3.2 3.2 3.7 3.8

関連法規の理解 4.0 3.0 3.2 関連法規の理解 3.1 2.7 3.0 3.4 3.2

1.8 3.4 3.2 3.4 3.0 3.0 3.4 3.2

政策形成 2.0 3.4 3.1 政策形成 3.0 3.2 3.3 3.3 3.1

PDCAサイクルに基づく
事業実施・施策評価

3.0 3.5 3.3
PDCAサイクルに基づく
事業実施・施策評価

3.0 3.3 3.2 3.4 3.3

県/市町村との連携 3.0 3.0 3.1 県/市町村との連携 2.8 3.1 3.0 3.3 3.1

住民組織との連携 3.0 3.3 3.1 住民組織との連携 3.0 3.1 3.3 3.1 3.1

多分野、関係団体との
連携

3.5 3.5 3.3
多分野、関係団体との

連携
3.2 3.1 3.2 3.5 3.3

専門性 調査研究 1.0 3.1 2.3 専門性 調査研究 2.6 2.5 2.9 3.3 2.3

個別支援 2.3 2.8 2.0 個別支援 2.2 1.4 2.0 2.6 2.0

集団支援 3.5 3.0 2.3 集団支援 2.4 1.8 2.1 2.5 2.3

地域支援 地域診断 3.3 3.1 2.9 地域支援 地域診断 3.2 2.9 3.2 3.2 2.9

平時 3.0 2.6 2.6 平時 2.0 2.2 2.3 2.9 2.6

発生時 0.0 2.9 2.2 発生時 2.5 2.3 2.3 2.7 2.2

栄養の指導 3.5 3.0 3.1 栄養の指導 3.6 3.0 3.0 3.1 3.1

生活習慣病の発症・
重症化予防

3.5 2.8 3.0
生活習慣病の発症・

重症化予防
3.0 3.0 3.0 3.6 3.0

次世代/高齢者の健康 2.5 2.7 2.7 次世代/高齢者の健康 2.6 2.9 2.9 3.3 2.7

食環境整備 4.0 2.8 2.2 食環境整備 3.0 2.4 2.7 3.8 2.2

3.0 2.7 2.6 1.9 2.5 2.5 2.9 2.6

2.9 3.1 2.9 2.9 2.8 2.9 3.3 2.9

栄養の指導 栄養の指導

地域包括ケアシステムの構築・支援

平　均 平　均

地域包括ケアシステムの構築・支援

専
門
職
と
し
て

政策形成
／評価

政策形成
／評価

　
調整力

　
調整力

対人支援 対人支援

健康危機管理 健康危機管理

専
門
職
と
し
て

能力・行動

行
政
職
と
し
て

基本となる
行動

基本となる
行動

人材育成

行
政
職
と
し
て

能力・行動

人材育成

個
別
業
務

(

行
政
栄
養
士
の
基
本
指
針
）

個
別
業
務

(

行
政
栄
養
士
の
基
本
指
針
）
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ハンバーグの調理方法に関する検証について 

松江市・島根県共同設置松江保健所  〇髙山 優 

１．はじめに 

  令和 7年度、当所管内において、腸管出血性大腸菌 O157 を病因物質とする食中毒事案が発生した。

調査の結果、患者は共通して原因施設（以下、「Ａ店」とする。）が調理提供したハンバーグを喫食し

ていたこと、さらに当該ハンバーグが加熱不十分状態で提供されていたことが原因であった。 

  このことについて、Ａ店に対し原因究明及びそれに基づく再発防止策を講じるため、調理方法の検

証を実施したところ、若干の知見が得られたため報告する。 

 

２．調査方法 

○Ａ店立入調査 

調査期間：令和 7年 9月～令和 8年 3月 

内  容：（１）事件までの加熱方法の検証、（２）提供再開のための加熱方法の検証、（３）最終 

的な調理方法の検証 

  検証方法：中心温度計、隔測温度計、タイマーで以下の点について加熱温度を確認した。 

       ア 調理場での加熱調理における食品の中心温度について 

       イ 客席での加熱調理における食品の中心温度について 

       ウ 鉄板の表面温度について 

       なお、原材料及び加熱機器等については、Ａ店で使用しているもので検証した。 

 

３．結果 

 （１）事件までの加熱方法（以下、従来法という。）の検証 

   ①調理場における調理工程 

    仕込み→冷蔵保管→成形→加熱調理（チャコール 3分＋グリドル 2分＝計 5分） 

    加熱調理中に、客席用の鉄板を 2分未満熱する。 

   ②客席における調理工程 

    ①を鉄板に乗せ半分にカット→断面を鉄板に押し焼く→ソースをかける 

   ③加熱状態の検証 

      ア 中心温度計にて測定した 3点について、いずれもａ）20～23℃、ｂ）12～15℃、ｃ）23

～25℃という結果であり、余熱でも 40～50℃程度の温度上昇であった。また、内部は赤み

が残っていることが目視で確認できた。 

       イ 半分にカットしたそれぞれの中心温度を 3点測定したところ、カット後の厚さが薄い方に

ついては 60～80℃の温度上昇が確認できたが、厚い方については 55～70℃の温度上昇であ

り、中心温度 75℃1分以上の担保ができていなかった。 

ウ 隔測温度計を用いて鉄板の表面温度を確認した結果は図 1の通りであった。 

加熱後時間

（分） 

温度（℃） 

地点Ａ 地点Ｂ 地点Ｃ 

1 150 180 150 

2 210 290 210 

3 300 350 300 

  （図 1：鉄板の表面温度計測結果） 

 （２）提供再開のための加熱方法（以下、変更法という。）の検証 

（１）の結果に基づき、以下の 2点について変更した。 

①加熱時間の変更及び水分の添加（チャコール 4分＋グリドル 4分＝計 8分） 

②ミンチサイズ及び牛脂の割合変更 

ア及びイについて検証したところ、アは従来法に比べ約 10～20℃温度が上昇し、イでも中

※地点Ａ・Ｃ＝鉄板の端 

 地点Ｂ＝鉄板の中央 
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心温度が 75℃1分以上に達したものの、かなり時間を要した。 

（３）最終的な調理方法（以下、最終法という。）の検証 

 ①原料肉に「ワインゼリー」を混合し、ラグビーボール形から薄い楕円形に 変更した。  

 ②加熱調理は、グリドルのみで合計 6分半、水分を添加しながら加熱を行った。なお、チャコ 

ールの使用及び客席での加熱調理は取りやめた。 

 上記の結果、中心温度 75℃1分以上が担保できることを確認した。 

 

４．考察 

（１）従来法の検証結果より 

   ①ハンバーグの形状による加熱不十分 

     ラグビーボールのような形状は中心部が厚くて縦長であったため、全体が均一に加熱されず

加熱ムラが生じやすい形状であった。その上、ハンバーグの厚さに対し計 5分の加熱は極端に

短く、中心部まで全く火が通っていないことが検証により明らかになった。 

   ②熱伝導率が低い 

     従来の加熱方法は「伝導熱」「輻射熱」を組み合わせた方法であり、表面は十分に加熱されて

いるが、中心までの熱伝導率は低いと思われた。併せて、Ａ店の原料肉はミンチ材に牛脂を配

合した特注品であった。加熱調理も水分を加える蒸し焼きではないことから、水分含量が少な

く、脂質含量が多いため、熱伝導率が低くなる条件が揃っていたと思われる。さらに、加熱直

前まで冷蔵庫に保管されていたことも温度が上昇しにくい要因だったと考えられる。 

   ③鉄板の厚さによる熱容量の違い 

     Ａ店の鉄板は統一されたものではなく、種類によって鉄板の厚さが異なっていた。鉄板の厚

さにより熱容量が異なり、薄い鉄板は熱容量が小さいため、温度上昇に限界があり、2分未満

の加熱では鉄板の中央部と先端部では温度差があった。そのため、客席での加熱調理において

も十分な温度まで達していなかったことが考えられる。 

（２）変更法の検証結果より 

   ①ミンチサイズを変更することで空気が抜けやすく、肉同士の結着力が上昇するため、中心部ま

で火が通りやすいと考え、ミンチサイズを従来より小さくした。 

   ②熱伝導率を考慮し、牛脂の配合割合を減らした。その結果、75℃1 分の加熱が可能であると確

認できた。しかし、客席での加熱の加減や、複数個の同時調理により加熱ムラが生じること、

調理場での加熱時点では中心部に十分に火が通っていないため、客席で分割し、鉄板に押し焼

くことは二次汚染のリスクが低減できていない等、多くの課題が残った。 

（３）最終法の検証結果より 

    従来法及び変更法の検証結果等から、客席での最終加熱は困難とされた。よって、①加熱時

間、②原料肉の改良、③成形法の変更を行うことで、従来法の問題点を改善し、調理場で加熱調

理を完結させる方法に改めた。 

 

５．まとめ 

  ハンバーグは、その特性から中心部までの加熱が必須で、その加熱不足は深刻な食中毒発生のリス

クを高めることとなる。中心部の加熱状態の確認は、具体的な調理方法の作成とその習熟に裏打ちさ

れた HACCP に沿った衛生管理を実施していれば容易に対策が可能である。しかし、現実は営業者の経

験則による調理方法になっていると考える。今回の検証を基に、Ａ店は「客席での最終加熱は物理的

に困難」という判断に至り、最終的に調理場内での加熱調理完結を実現させた。今回の検証がＡ店に

とって中心温度 75℃1分以上が担保できるという科学的根拠になったと同時に、同様の調理方法を実

施している施設に対する指針になると考える。併せて、本件が今後の調理基準改正等に寄与すること

を期待したい。 
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管管内内のの高高齢齢者者施施設設にに対対すするる感感染染症症対対策策のの啓啓発発  

 

島根県出雲保健所 ○濱田仁美 林真依 月森綾子 吾郷寿子 狩野ゆう子 杉谷亮 

１１  ははじじめめにに  

新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19）は、当初、2 類感染症相当の対応を行うこととされたが、感染

拡大による病床の逼迫により、入院加療の必要のない感染者には自宅療養を求めることとなった。また、重症化し

やすい高齢者の入居する施設においては、療養支援に課題が生じ、DMAT や保健所による感染対策の立入指導・助

言を行っていた。令和 5 年 5 月に、COVID-19 は感染症法上 5 類感染症となり、感染対策の実施は、個人・事業者

の判断を尊重することとなった。高齢者施設においては、令和 3 年度の介護報酬の改定により感染症対策に係る研

修や訓練の実施、委員会の開催、指針の整備及び感染症の発生時を含めた BCP 計画の策定が義務付けられた。 

5 類移行から 1 年後の令和 6 年度、出雲保健所では、入所系高齢者施設の感染症対策に係る取り組みの推進を目

的に、感染症対策の立入啓発及び感染症対策に関する相談対応を行い、その結果を基に啓発を行ったので報告する。 

２２  高高齢齢者者施施設設へへのの感感染染症症対対策策のの啓啓発発おおよよびび相相談談対対応応のの取取りり組組みみ  

（１）入所系高齢者施設への感染症対策に係る立入啓発 

【期間】令和 6 年 8 月～10 月【対象】令和 5 年度に感染症対策に係る立入指導が未実施かつ令和 6 年 4 月～8 月に

集団発生報告のあった施設【方法】対象施設へ電話により協力を呼びかけ、同意した施設へ立ち入りし、集団発生

時の感染対策の振り返りを主とした感染対策の助言及び感染症対策の取組状況の聞き取りを行った。 

【実施施設及び取組状況】対象施設 11 施設中立ち入りに同意した 5 施設に実施。  ※○…実施、×…未実施 

〈不同意施設への聞き取り〉立ち入り啓発への不同意 6 施設に理由を聞いたところ、いずれの施設も、職員不足で

業務多忙のため訪問に対応することができず、資料提供による助言の希望があった。 

（２）高齢者施設からの感染症対策に係る相談への対応（※（１）での相談も含む） 

 【主な相談の概要】 

（３）結果と課題 

・介護報酬の改定により「学ぶ必要性」の認識があり、多くの施設が自主的に感染症対策を学んでいた。 

・訪問による啓発は、施設側の業務多忙により対応してもらうことが難しく、また、職員が一堂に会することがで

きないため知識を共有することが難しい状況であることも窺えた。 

・保健所等から学んだ手法を現場で活用できない場合に相談されるケースが多く、学んだとおりに実施できないこ

とに負い目を感じる施設もあった。また、感染経路等の基礎知識がないまま手法を取り入れたため、対策の効果     

 種別 ①研修・訓練 ②指針整備 ③委員会開催 ④BCP 計画 
策定 

⑤ ①～④の全

職員への周知 
⑥感染対策の
振り返り 

1 特別養護老人ホーム ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
2 認知症共同生活介護施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
3 有料老人ホーム ○ ○ ○ ○ ○ × 
4 有料老人ホーム × × × ○ × × 
5 軽費老人ホーム 時間の都合により啓発のみ実施。 

分類 概要 

感染症対策

の実践 

保健所等から学んだとおりの感染症対策の手法を自施設において実践できない場合の対応/感染症対策に係る消

毒、物品の適切な使用方法/実践している手法が感染症対策に繋がっているかどうかの不安感/感染症対策の継続の
判断（コロナ 5類移行後、対策不要か等質問）/職員間の知識共有不足（同一施設に感染症対策を伝えたが、他の

職員より同様の質問）/施設への感染症持ち込み防止のための利用者家族への協力要請への苦慮 

その他 

※施設運営

関連 

医療的ケアは不要だが、検査陽性者の施設受け入れ判断（陰性になるまで受け入れ拒否）/感染拡大時の職員不足

によるシフト調整の困難感/感染症流行時のサービス縮小等に対する利用者・家族からの苦情対応への苦慮/集団発

生報告基準、相談先（施設の主管部局）が不明 
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2 
 

に不安を感じる施設もあった。 

・感染症対策は、「画一的な手法」の実施では、各施設の構造やマンパワーなどに差があるため、各施設にとっ

て最適かつ十分な対応にはならない場合が多い。施設内での「感染拡大を防ぐこと」を目的に、自施設の状況

に応じた実施可能な感染症対策を職員自らが工夫して取り入れられるようになることが重要であるため、まず

は、基本的な感染症対策の考え方や目的を職員一人一人に身につけてもらう必要がある。 

３３  感感染染症症対対策策のの啓啓発発媒媒体体のの作作成成とと効効果果  

上記の結果と課題を踏まえ、啓発媒体を作成した。また、出雲市の協力のもと管内の高齢者施設に周知を行った。 

【啓発媒体の工夫】 

・いつでも、繰り返し、また、職員が知識を共有できるよう感染症対策の基礎知識に関する無料動画を作成し、し 

まね健康情報 e ラーニングシステム「しまね COMMONS」へ掲載した。 

・知識の習得度を測ることができるよう確認テストを作成した。 

・動画視聴のきっかけとして高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）の取得要件となるよう主管部局へ働きかけた。 

【啓発内容の工夫】 

・啓発チラシを作成し、第一に基礎知識として「基本的な感染症対策の考え方を身につける」ために上記の動画視

聴を勧めた。次に、基礎知識を得たうえで「各施設において自施設の取り組みを検討する」よう促した。 

・各施設の取り組みを検討する際の参考資料として、保健所への感染症対策に係る相談から「よくある質問集」と

施設の感染症対策の聞き取りから「好事例紹介」を作成し、チラシと併せて周知した。 

【啓発の効果】 

○「しまね COMMONS」作成動画視聴状況 （R8 年 4 月末時点の動画視聴数累計ランキング 上位 3 位） 

順位 コンテンツ名 累計視聴回数（回） 公開日 

11  施施設設ににおおけけるる感感染染症症対対策策  33,,770033  RR66..1122..2277  
2 BCP と感染症 456 R8.4.10 

3 高血圧 203 R4.4. 

○「しまね COMMONS（施設における感染症対策）」利用者アンケート R8 年 4 月末時点 回答数：31 件 より抜粋 

理解度 

総計 31 

理理解解ででききたた  1144  
ほほぼぼ理理解解ででききたた  1133  
どちらでもない 1 

やや難しかった 1 

未回答 2 

しまね健康情報 e-ラーニングシステム「しまね COMMOMS」に係るデータは、島根大学医学部環境保健医学講座より

提供 

４４  今今後後にに向向けけてて  

 研修動画の視聴率が高いことやアンケート結果から、施設の都合に寄り添った方法で啓発することができ、「基

本的な感染症対策の考え方」の知識の普及の一助となった。今後は、啓発媒体の活用と併せて、施設からの集団発

生報告等の機会を利用して、各施設が実施している感染症対策を聞き取り、個別の相談支援につなげる。また、施

設内の感染症の発生状況によっては、随時、訪問による調査を行い、施設と一緒に対策について検討する。一方で、

保健所への相談の中には、感染症対策を超えた相談として施設の運営や利用者・家族への対応に関する相談もあり、

保健所が感染症対策の啓発や相談支援を行うだけでは解決できない課題について、施設の指定権限を持つ関係機関

との情報共有や感染症対策以外の内容に関する相談先の確保が必要と考える。 

（補足） 
高齢者福祉課では、「BCP と感染症（衛生管理）」

について動画作成 
 

 

自由記載 
・動画は、時間帯にとらわれることがない利点に加え、繰り返し理解しながら学ぶことができる。 
・（視聴のきっかけ）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）の取得要件に位置付けられている。 
・今まで手順として捉えていた対策に対し、基本的な感染対策の考え方による理由付けができた。 
・標準予防策や手指消毒の重要性を改めて感じた。 
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ARI 陽性検体におけるライノウイルスとエンテロウイルスの 

識別方法に関する検討 

 
〇長井晶太 1)、安達俊輔 2)、藤澤直輝 1)、田原誉利子 1)、川瀬遵 1) 

1) 島根県保健環境科学研究所 2)島根県食肉衛生検査所 
 

１．背景 
令和 7 年度 4 月から国の感染症発生動向調査事業の一つである急性呼吸器感染症（ARI） 

サーベイランスが開始された。ARI とは、細菌やウイルスによって急性の上気道炎や下気道炎、いわゆ
る風邪の症状が引き起こされる疾患を指す言葉で、ARI の発生状況を把握するために、当所では医療機
関から収集された ARI 患者の臨床検体を対象に様々な病原体の検査を行っている。 

ARI サーベイランス検査の課題として、ライノウイルス、エンテロウイルスの検査の煩雑さが挙げら
れる。エンテロウイルスには重症化によって中枢神経合併症を引き起こす EV-A71、急性弛緩性麻痺を
引き起こす EV-D68 が存在するなど臨床的意義が高く、より正確に流行状況を把握するためにウイルス
の鑑別が必要になる。ARI サーベイランスで使用するリアルタイム PCR は、感染研が提供するプロト
コールに従って実施するが、陽性になってもライノウイルス、エンテロウイルスの両者の識別は出来な
い。識別するにはシークエンサーを使った塩基配列解析を追加で行うことになるが、コストや作業効率
の面で全ての検体を解析するのは現実的ではない。そこで、今回、この検査の作業効率を改善するため
に、複数の検査法を用いて予備的な検討を行った。 

 
２．方法 

医療機関で ARI と診断された臨床検体から核酸を抽出し、RNA を用いて感染研が提供しているリア
ルタイム PCR 法を行った。エンテロウイルス/ライノウイルス陽性となった検体について、下記①〜③
の検討を行った。  
①臨床検体 101 検体を対象に、VP4-2 領域を標的にした PCR 法（以下 VP4-2 RT-PCR 法とする。）を
実施した。アガロース電気泳動を行い、分子量サイズの違いを利用して、エンテロウイルス(約 650 bp)
とライノウイルス(約 550 bp)の識別を行った。エンテロウイルスと判定された検体については、VP1 領
域を標的とした塩基配列解析を行い、結果を比較した。 
②臨床検体 99 検体を対象に、5’非翻訳領域を標的とした Pan-EV リアルタイム PCR 法を行い、標的領
域の増幅が確認されたものをエンテロウイルス陽性と判定した。エンテロウイルスと判定された検体に
ついては、VP1 領域を標的とした塩基配列解析を行い、結果を比較した。 
③VP4-2 RT-PCR 法と Pan-EV リアルタイム PCR 法の正確な感度と特異度を算出するため、改めて、
臨床検体 32 検体を対象に、VP4-2 RT-PCR 法、Pan-EV RT-PCR 法、VP1 領域を標的とした塩基配列
解析の結果を比較した。 
 
3. 結果 

①VP4-2 RT-PCR 法によって、101 検体中 18 検体でエンテロウイルス陽性の位置にバンドを検出、
50 検体でライノウイルス陽性の位置にバンドを検出した。VP4-2 RT-PCR 法でエンテロウイルス陽性
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と判定された 18 検体について、塩基配列解析を行ったところ、5 検体がエンテロウイルス、10 検体が
ライノウイルス、3 検体が不明と判定された。 
②Pan-EV リアルタイム PCR 法で、99 検体中 22 検体で陽性となり、これらについて塩基配列解析を
行うと 11 検体がエンテロウイルス、８検体はライノウイルス、3 検体が不明と判定された。 
③VP4-2 RT- PCR 法、Pan-EV リアルタイム PCR 法、塩基配列解析を実施した 32 検体の検査結果は
表１のとおりであった。結果からエンテロウイルス検出の感度・特異度を計算すると、VP4-2 RT-PCR
法の感度が 45.5%、特異度が 52.4％であった。Pan-EV リアルタイム PCR 法の感度が 100%、特異度
が 71.4%であった。 
③の結果から VP4-2 RT-PCR 法に比べて、Pan-EV リアルタイム PCR の方がエンテロウイルスを高感
度、かつ特異的に検出できることが判明した。 
 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

4．考察 
VP4-2 RT-PCR 法でライノウイルスとエンテロウイルスの誤判定が生じる原因について、PCR で使

用しているプライマーが意図していない別のローカスに結合してしまったのではないかと考えられる。
ライノウイルスには 100 種類以上の血清型が存在するため、想定していない領域の遺伝子産物が生成さ
れて、遺伝子産物の長さを利用した判定に誤りが出た可能性が考えられる。一方で Pan-EV リアルタイ
ム PCR 法は、VP4-2 RT-PCR とは違う保存領域である 5’非翻訳領域を対象に、特異性の高い TaqMan 
Probe を用いて増幅を行ったため、エンテロウイルスの検査精度が向上したと推測される。 

 今後も検討は必要だが、今回の調査では Pan-EV リアルタイム PCR 法で効率的にエンテロウイル
スを検出可能であった。したがって、図 1 のように Pan-EV リアルタイム PCR 法でスクリーニングし、
塩基配列解析にかける検体を絞り込むことで、作業負担を減らしてエンテロウイルスの発生動向を把握
出来ると考えられる。 
 

表 1 

図１ Pan-EV リアルタイム PCR を組み込んだフローチャート 

VP4-2 RT-PCR法と塩基配列解析結果の比較
VP4-2 RT-PCR法 塩基配列解析でEVと判定 塩基配列解析でRVと判定

EV*陽性バンドを確認(15検体) 5検体 10検体
RV*陽性バンドを確認(17検体) 6検体 11検体

Pan-EVリアルタイムPCR法と塩基配列解析結果の比較
Pan-EV リアルタイムPCR法 塩基配列解析でEVと判定 塩基配列解析でRVと判定

 陽性（17検体） 11検体 6検体
 陰性（15検体） 0検体 15検体

エンテロウイルス検出の感度・特異度
感度 特異度

VP4-2 RT-PCR法 45.5% 52.4%
Pan-EV リアルタイムPCR法 100% 71.4%

＊EV：エンテロウイルス ＊RV：ライノロウイルス
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塩塩酸酸処処理理をを用用いいたた EEsscchheerriicchhiiaa  aallbbeerrttiiii  分分離離培培養養法法のの検検討討  

島根県保健環境科学研究所 ○野村亮二 川上優太 河原知世 酒井智健 久武怜市 川瀬遵 

 

１１．．ははじじめめにに  

Escherichia albertii（以下、E. albertii）は、1991 年に新菌種として報告された下痢症起因菌で

あり、ヒトにおいては、水様性下痢、腹痛、発熱などの消化器症状を引き起こす。食中毒事例や散発

感染事例が報告されていることや、一部の株で腸管出血性大腸菌と同様にベロ毒素を産生することか

ら、食品微生物学および公衆衛生分野において、注目されている。 

 E. albertii による食中毒事例が発生した際には、そのための分離培養法が必要となるが、検査法の

検討は十分に行われていない。国の研究等により選択分離培地が開発されているものの、E. albertii 

と類似したコロニーを形成する他菌種が存在し、目的菌の判別が困難となるケースがある。そのた

め、夾雑菌が多い検体では E. albertii の検出感度が低下する可能性がある。 

 一方、E. albertii は酸耐性に関与する複数の遺伝子を保有していることが報告されており、低 pH

環境下でも生存可能であると考えられる。また、酸耐性を利用した選択的分離法として、腸管出血性

大腸菌では塩酸処理法が報告されている。そこで本研究では、塩酸処理法が E. albertii の分離培養

法に応用可能か検討した。 

 

２２．．方方法法  

 E. albertii 35 株および選択分離培地上で特徴が類似するコロニーを形成する 9 菌種(9 株)を対象

とした。E. albertii は野生動物由来 21 株、環境由来 12 株、ヒト由来 2 株を使用した。類似コロニ

ー形成菌種として、Hafnia alvei、Escherichia fergusonii、Salmonella Typhimurium、Salmonella 

Thompson、Providencia rettgeri、Providencia alcalifaciens、Morganella morganii、Plesiomonas 

shigelloides、Pseudomonas aeruginosa を使用した。これらの菌種は、ES サルモネラ寒天培地Ⅱでピ

ンクコロニー又は XR-MAC 寒天培地で透明コロニーを形成し、E. albertii との鑑別が問題となる菌種

である。 

 各菌株を TSB で 37℃、24 時間培養後、PBS で 10－5～10－6まで希釈し、その希釈菌液 500 μl を塩酸

加食塩水（1/2 N、1/4 N、1/6 N、1/8 N、1/10 N、対照 0 N の 6 段階の塩酸濃度に設定）500μl に添

加し、30 秒間塩酸処理を行った。その後、TSA 培地 3 枚へそれぞれ 100μl 滴下後コンラージを行い、

37℃、24 時間培養して菌数を測定した。対照 0 N 処理時の菌数を 100％として生存率を算出し、菌種

間で比較した(表１)。 

 

３３．．結結果果  

 塩酸濃度の上昇に伴い、すべての菌種で菌数の減少が認められた。E. albertii は 1/10 N 塩酸処理

後でも平均 92.9％の生存率を示し、比較的高い酸耐性を示した。一方、Hafnia alvei は 44.3％、

Salmonella Typhimurium は 52.7％、Providencia alcalifaciens は 75.4％、Pseudomonas 

aeruginosa は 3.5％まで低下し、菌種間で塩酸耐性に差が認められた。特に Pseudomonas aeruginosa 

は著しく生存率が低下し、塩酸処理の影響を強く受けることが分かった。 

 また、1/2 N 塩酸ではすべての菌種で発育が認められず、高濃度塩酸では E. albertii 自体も強く

抑制されることが確認された。 
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４４．．考考察察  

 塩酸処理は夾雑菌の発育を抑制し、標的菌を選択的に分離するための方法であるが、本研究によ

り、塩酸濃度の設定が分離効率に大きく影響することが明らかとなった。E. albertii は低濃度塩酸

下で一定の酸耐性を示し、1/10 N 塩酸では高い生存率を維持した。一方、高濃度塩酸では急激な生存

率低下が認められ、過度な塩酸処理は目的菌自体の分離率低下につながる可能性がある。 

 また、他菌種の中には E. albertii と比較して生存率の低下が大きい菌種が存在し、酸ストレス耐

性に差があることが示唆された。特に、P. aeruginosa や H. alvei では菌数の減少が顕著であった。

環境検体等の検査では、P. aeruginosa が優勢に増殖し、E. albertii の分離を妨げる場合が多い。今

回の検討では、P. aeruginosa は 1/10 N 塩酸処理後の生存率が 3.5％まで低下しており、酸耐性が

低いことが確認された。これらの結果より、1/10 N 塩酸処理は E. albertii を選択的に生残させる

ことから、食品、糞便、環境検体など夾雑菌を多く含む検体において、増菌培養後の前処理として応

用可能であると考えられた。今後は、実際の食品検体や環境検体など様々な検体を用いて、本処理法

の有効性についてさらに評価を進め、実際の検査に応用していきたい。 

 

表１：塩酸処理後の各菌種の生存率（％） 

 塩酸濃度 

菌種 1/2 N 1/4 N 1/6 N 1/8 N 1/10 N 0 N 

E. albertii 35 株平均 0 61.3 80.9 88 92.9 100 

H. alvei 0 0 0 20.7 44.3 100 

E. fergusonii 0 40 63.3 75 81.7 100 

S. Typhimurium 0 0 0 4.7 52.7 100 

S. Thompson 0 0 0 46 92.7 100 

P. rettgeri 0 45.6 63.6 90.4 87.3 100 

P. alcalifaciens 0 31.8 44.7 55.9 75.4 100 

M. morganii 0 61 68.8 75.6 79.5 100 

P. shigelloides 0 78.7 79.4 82.7 84.6 100 

P. aeruginosa 0 0 0 0 3.5 100 

※各値は塩酸無添加(0 対照)時の菌数を 100％として算出した生存率（％）を示す。 
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島根県における気候変動および熱中症搬送人員の状況 

島根県気候変動適応センター 永島寛幸 
１． はじめに 

気候変動およびその影響が、今後、長期にわたり拡大することが懸念されている。気候変動適応評価
報告書（令和８年２月、環境省）において、熱中症に係る重大性、緊急性および確信度は、いずれも最
上位のレベル３と評価されている。 

島根県における熱中症搬送人員の低減に資することを目的として、熱中症リスクの指標として広く用
いられている暑さ指数（WBGT：Wet Bulb Globe Temperature）及び熱中症による救急搬送人員に関す
るデータを整理し、年齢区分別に関係性を分析するとともに、2040 年時点の熱中症搬送者数について予
測し、考察した。 

 
２． 方法 

WBGT は、環境省 HP で公開されている 2010〜2025 年の観測データ（松江）を用い、2010 年代（2010
〜2019 年）と 2020 年代（2020〜2025 年）における日最高 WBGT を抽出し、期間比較を行った。 

熱中症搬送人員は、消防庁 HP で公開されている同上期間の救急搬送人員に関するデータ（島根県）
を用い、2015〜2019 年と 2021〜2025 年における救急搬送者数の累積比率を求め、期間比較を行った。
また、年齢区分別（新生児、乳幼児、少年、成人及び高齢者）に、日最高 WBGT とそれぞれの人口当
たり搬送率の関係を整理した。 

2040 年における熱中症搬送者数は、国立社会保障・人口問題研究所 HP で公開されている将来推計
人口（島根県、0〜14、15〜64、65 歳以上）および気象庁 HP で公開されている 2010 年代の観測デー
タ（松江）を用いた。2010 年代の観測データのうち気温のみ１℃上昇した場合を仮定して、環境省 HP
で公開されている推計方法を用いて WBGT を計算し、日最高 WBGT と搬送率の関係から人数を予測
した。 

 
３． 結果 

日最高 WBGT について、2010 年代と 2020 年代を約 10 日単位で整理・比較した結果（図１）、2020
年代では８月下旬以降も高い状態が９月中旬まで続いており、暑熱環境の解消が遅くなっていることが
分かる。 

熱中症搬送者数の累積比率について、2015〜2019 年と 2021〜2025 年を約 10 日単位で整理・比較し
た結果（図２）、2015〜2019 年は９月上旬に概ね 100％（熱中症搬送が概ね終息）であったが、2021〜
2025 年の同時期は概ね 90％で、熱中症搬送者の発生期間が長期化していることが示唆された。 
 
 
 
 
 
 
 
  図１ 日最高 WBGT(松江、5〜9 月)の変化   図２ 熱中症搬送者数(島根県、5〜9 月)の割合 
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日最高 WBGT と熱中症搬送率（人/10 万人/日）の関係をみると、日最高 WBGT の上昇に伴い全て
の年齢区分で搬送率が増加する傾向が認められた（図３）。また、年齢区分別に比較すると、搬送率が１
を超える WBGT は、少年が約 30、成人が約 32、高齢者が約 29 で、高齢者は少年及び成人に比べて、
WBGT が低い段階から熱中症に留意が必要であることが示唆された。 

2040 年（気温のみ１℃上昇した場合の WBGT を仮定）の熱中症搬送者（人/10 万人/年）について、
全ての年齢区分で増加が予測された（図 4）。なお、増加が最も大きいのは、高齢者で約 27 の増であっ
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 日最高 WBGT と熱中症搬送率の関係  図 4 熱中症搬送者(島根県、5〜9 月)の将来予測 
(島根県 2010-2025） 

 
４．考察 

10 年余と限られた期間のデータに基づく整理・集計ではあるが、暑熱環境が長期化しており、同様に
熱中症搬送者の発生期間が長期化している。盛夏を過ぎても油断することなく、引き続き熱中症対策に
取り組む必要がある。 

同一 WBGT 条件下においても年齢区分により熱中症搬送率に差があり、「高齢者」が最も高い。今後
は気候変動による暑熱環境の悪化と人口高齢化が相乗的に作用し、熱中症による健康影響が拡大する可
能性が高い。熱中症による救急搬送の増加に伴い、他の疾病や事故に係る救急搬送や医療現場に悪影響
が生じることがないようにする観点からも、熱中症対策により特に高齢者の搬送率の低減を目指す必要
がある。 
 
５．終わりに 
 今回、島根県における気候変動および熱中症搬送人員の状況について、定量的に整理し、可視化した。
県民の自主的な取組が促進されるように、関係機関が連携して、熱中症対策（気候変動影響への適応）
を推進していく必要がある。また、データを市町村レベルで整理等することにより、その地域の方々の
当事者意識が一層向上することが期待される。 
 
参考文献 
地域特性を考慮した気候変動影響評価及び気候変動適応策の検討の手引き（健康分野・熱中症） 令和
８年３月 環境省 
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